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議事 1.開会  

2.議事 

（１）実証試験結果の検討（非公開） 

（２）実証試験結果の有効活用および実証効果に関する検討 

（３）セミナー開催案、広報・ＰＲ方法の検討 

配布資料 資料１ 水循環式バイオ水洗トイレ 実証試験経過報告 ＜非公開＞ 

資料２ 自動制御バイオ型・し尿分離処理システム 実証試験経過報告 ＜非公開＞

資料３ 実証試験結果の有効活用および実証効果に関する検討(案) 

資料４ 第４回 自然地域トイレし尿処理技術セミナー 実施概要案 

資料５ 実証試験の実施状況と今後の予定  

資料６ 実証試験計画 ― 気仙沼・(株)ミッシング ＜非公開＞ 

資料７ 実証試験計画 ― 霧ヶ峰・大央電設工業(株) ＜非公開＞ 

公開/非公開 議事（１）は非公開で行われた 



[議事要旨] 

○議事 

（１）実証試験結果の検討 ＜非公開＞ 

平成 25年度の実証技術 2社について、ここまでの分析結果の中間報告を元に、報告書作成に向けた

検討を行った。 

 

 

（２）実証試験結果の有効活用および実証効果に関する検討 

【全体】 

 山岳トイレの補助金申請時に、実証試験実施の有無を確認させるのはどうかとの意見があった。 

⇒実証試験実施の有無ではなく、実証試験結果報告書の提出をさせるのはどうか。検討する必要が

ある。 

 

 技術実証検討会での助言に対し、改善されるかを書き込みたいとの意見があり、実証申請者にとっ

ては改善効果をさらにアピールと考えられる。その場合は、どのように実証試験後に改良したか等

を追跡するため、環境省への報告を推奨という形で載せてはどうかの意見があった。 

 

【環境省地方環境事務所への普及】 

 環境省地方環境事務所が実証事業を把握していないケースがある。 

 環境省技術室の地方事務所のバナーに実証事業の告知を掲載するとの提案があったが、地方事務所

の業務の性質上導入が見送られた経緯があり、結果として自然保護官も実証事業を知らないことが

ある。セクションを問わず実証事業として情報を共有していく必要がある。 

 

【都道府県への普及】 

 都道府県の主幹首長会議への普及については、本省からではなく環境省地方環境事務所が説明を行

う。 

 

 

（３）セミナー開催案、広報・ＰＲ方法の検討 

 セミナーの対象は山小屋だけでなく、「自然地域関係者全体に案内している」、という点を明記した

方が良い。 

 プログラム内に、山小屋トイレ等の補助事業がある点を周知させることで、新たな実証申請者を開

拓することができると考えられる。 

 プログラム案の「実証事業の可能性」については、「自然地域トイレの活用」に変更した方が良い

との提案があった。 

 プログラムの「パネルトーク」内に、山岳団体、実証事業の経験者も入れたらどうかとの提案があ

った。 

 当日に講演を行わない検討員を含め、全員に技術セミナーに参加してほしいとの意見があった。 



 

 

○今後の日程について 

 第 5回検討会については、平成 26 年 3 月 13 日（火）の 14 時～17 時に実施することとなった。 

 セミナー開催当日の午前中に実証試験データの検討を行い、報告書の中間確認を行ってはどうかと

の意見があった。 

 

 

 

 

 

以上 


